
地質ニュｰス492号,8-15頁,1995年8月

ChishitsuNewsno.岳92,5.8-15,August,1995

アジアの地球科学国際協力において

国際機関の果たして来た役割

一ESCAP-CCOP一地質調査所一

嶋崎吉彦1)

はじめに

近年の地球科学のめざましい発展は,グロｰバル

な視点をもった広範かつ多彩な国際協力があって,

始めて成し遂げられたものである.この中で多国間

協力の果した役割は大きく,今後は,研究分野の多

様化,研究プロジェクトの大型化,調査研究対象の

広域化などに伴って,益カその重要性を増す事は疑

う余地がない.

アジアでは,約半世紀にわたり,多くの地質調査

所や鉱山局,その他の政府機関,大学などの間で様

六な多国間協力が試みられてきた.これらの多く

は,国際機関がプロジェクトの世話役となり,研究

活動については,色六恋国の国立機関や大学などカミ

それぞれの役割を亭こたって実施したもので,日本の

地質調査所の貢献は常に大きかったと自負してい

る.

以上の仕事の科学的成果は,それぞれの分野で評

価されて活用されている.しかしながら,これに中

心的役割を果たしている国際機関の活動そのもの

は,余り知られていない.これらの機関は,活用す

れば,今後のアジアの地球科学に大きく貢献し得る

組織であり,また活用しなければ出来ない事も多い

状況である.筆者は,断続的ではあるが,幾つかの

国際機関に関係してきたので,ここに一地質調査所が

強く関わってきたものの活動を概観する.

アジアにおける地球科学分野の国際協力

地球科学あるいは鉱物資源に関する国際協力を実

施している国際機関は数多くあって,CGMW(世界

地質図委員会),IOC(政府間海洋委員会),

IGCP(国際地質対比計画)などUNESCO系のもの1

UNRF(国連天然資源探査回転基金)をはじめとす

るUNDP(国連開発計画)系の各種機構･プロジェ

クト;国際学術機関による欠きたプロジェクト≡業

界関連機関;CPC(環太平洋エネルギｰ･鉱物資源

評議会);ASCOPE(AseanComci1forPetro1eum

Exp1oration)などの地域的機構そρ他が多彩な活動

を繰り広げている.

その中で,アジアにおける地球科学分野の組織的

かつ本格的な国際協力は,第二次大戦終結の後数年

経った1950年代前半に,当時の｢国連アジア極東

経済委員会(ECAFE)｣(現アジア太平洋経済社会委

員会一ESCAP)の主導によって,はじまったと言っ

て良い.それ以前は,明治時代から国際的な活動は

色攻と行われていたが,継続した組織的なものでは

なく散発的かつ断片的であった.従って

EC〃E(ESCAP)抜きには,この問題を語ること

はできない.

ESCAPとアジアの地質調査所･鉱山居

瓦SCA正の組織と活動

ここでESCAP(写真1)について簡単にのべるこ

とも無駄ではなかろうと思う.国際連合の組織は第

1図に示す.これからわかる通り,経済社会理事会

(ECOSOC)と安全保障理事会が,総会に直結した

二つの主要た常設機関であって,他の組織は,裁判

所等の特殊目的をもったものである.この

1)元所員,目鉱探開株式会社:

〒105東京都港区虎ノ門2-7-10

キｰワｰド:アジア,地球科学,国際協力,国際連合,

ESCAP,CCOP,地質調査所
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写真1ハンコックにあるESCAPの新会議場,後に見える建物が国連ビル.

⊂二二⊃国連の主要機関

禽その他の国連機関

◇専門機関およびその他の

国連関係自治機関

()内の数値は設立年

事務局

信託統治

委員会

国際司法

裁判所

主要委員会食

常設･運営委員会食

その他の総会下部機関合

国連パレスチナ難民救済事業機関(UNR㎜A,1949)禽

安

全

保

障

理

事

会

総会

国連パレスチナ休戦機構(UNTS0,19{8)

国連インド･パキスタン軍事監視団(UNMOGIP,19斗9)

国連レバノン暫定軍(UNIFIL,1978)

国連イラク･クウェｰト監視団(UNIKOM,1991)

国連ソマリア活動(uNOSOM,1992)

国連モザンビｰク活動(0N㎜0Z,1992)

その他

軍事参謀委員会

食軍縮委員会

国連児童基金(UNICFF,1946)

国連難民高等弁務官事務所(UN且CR,1951)

国連貿易開発会議(UNCTAD,ユ964)

国連開発計画(UNDP,1966)

国連訓練調査研究所(UNITAR,1965)

国連人口基金(UNFPA,1967)

国連特別基金

国連環境計画(UN亘P,1972)

国連大学(UNU,1973)

世界食糧理事会(WFC,1974)

国連人間居住センタｰ(㎜BITAT,1978)

世界食糧計画(WFP,1961)

地域経済委員会

機能委員会

療

禽

◇

経

済

社

会

理

事

会

会期,常設,特別委員会食

第1図

◇

◇

◇

◇

国際原子力機関(正AEA,1957)

世界貿易機関(WT0.1995)

国際電気通信連合(ITU,1947)

世界気象機関(WM0.1951)

万国郵便連合(UPU,1947)

◇世界知的所有権機関(WIP0.1974)

◇国際労働機関(IL0.1946)

◇国際復興開発銀行(IBRD,1945)･世界銀行

◇国際金融公社(IFC,1956)

◇国際開発協会(IDA,1960)

◇国際通貨基金(IMF,1945)

◇国連食糧農業機関(FA0,ユ945)

◇国連教育科学文化機関(UN匡SC0.1946)

◇国際民間航空機関(ICA0.1947)

◇世界保健機関(WH0.1948)

◇国際海事機関(IM0.1958)

◇国際農業開発基金(IFAD,1977)

◇国連工業開発機関(UMD0.1986)

国際連合の機構図
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ECOSOCは,国連の政治･軍事を除くすべての問

題を扱う全機関の傘とも言える組織である.この

ECOSOCを構成する総合的な常設機関が地域経済

委員会であって,これ以外のものは限定された目的

を持った専門機関である.

国連は,世界をアジア･太平洋(ESCAP),ラテ

ンアメリカ･カリブ(ECLAC),中近東(国連定義

では西アジア1ESCWA),アフリカ(ECA),欧州

(ECE)の5地域にわけ,それぞれに地域経済委員

会を置いている.

ESCAPはその一つで,現在は,東は日本,西は

イラン,北はモンゴル,南はニュｰジｰランド迄と

広大な地域をカバｰしている.加盟国には,地域加

盟国と地域外加盟国があり,欧米先進国の多くが域

外加盟国になっている.設立以来ECAFEと称し

ていたが,南太平洋諸国が次々加盟し,また人口問

題など色々な社会的課題の重要性が急激に大きくな

ったため,1974年に現在の名称ESCAPにあらた

めた.この小論では,便宜上改名以前も含めて,全

期間を通して｢ESCAP｣の呼称を用いる.

ESCAPはすべての地域経済委員会の中で,最も

広い面積,最も多くの国,最も多くの人ロｰ世界

の約半分一を含む地域で広範囲かつ多岐にわたる

活動を展開しており,アジア太平洋地域における経

済社会開発のための国連の総合的な機関である.

つぎに,ESCAP事務局の組織を第2図に示す.

色々た経済社会関係の部局の中で地球科学に関する

活動はEnvironmentandNatura1Resources

ManagementDivision(環境天然資源管理部)の中の

鉱物資源課が主に取り扱っている.

ESCAPとアジア各国の地質調査所と鉱山局

ESCAPはその名のとおり,1947年設立当初は第

二次大戦後の疲弊したアジア経済の活性化を目的と

していた.従って地球科学分野では,当然地下資源

開発の促進･援助を活動の主眼とした.しかしたが

ら国連機関としては,資源開発の当事者である個別

の企業に対する直接協力は出来たいので,間もなく

地域加盟国の地質調査所と鉱山局の行政･技術レベ

ルの向上を第一義的な目標として活動する様になっ

た.ESCAPの鉱物資源分野の活動は,他の地域経

済委員会に比べてはるかに活発であり,欧米を含め

た広範囲の関連分野の人刈こ一目を置かれる様にな

り,注目を引いていった･このことは,その後のア

事務局長事務局次長

国連広報婁

総務部

企圃管理部

統計都

運輪･通信'･観光部

人口部

農村･都市開発部

社会開発都一

環境天然資源管理都

工業･技術部

通商経済協力部

太平洋オペレｰシ目ンセンタｰ

開発研究･政策分析部

第2図ESCAPの機構図

シアの地球科学関係者,特に地質調査所の研究者に

とって,他地域の同じ分野の人六との交流などに大

きく貢献する事になる.

1940年代後半からESCAPはアジアの鉱業の復

興をはかる意味から地質･鉱業関係指導者達の欧米

先進国のStudyTourを実施したり,各種技術に関

するセミナｰの開催たどに力を入れていた様であ

る.この頃アジア各国は,戦後の非常に疲弊してい

た時期で,海外旅行は殆ど不可能であり,また国際

的に名の通った外国の技術者･研究者の指導を受け

る機会は皆無に近い時期であったため,この事業は

極めて大きなインパクトを与えたと思われる.この

様な状態は7-8年続いた.

1950年代中頃になると,アジア各国の地質調査

所や鉱山局の組織も整備されると同時に,ESCAP

も鉱物資源開発小委員会(SubcommitteeforMi三er

a1ResourcesDeve1opment,SCMRD)と地質専門家

作業都会(WorkingPartyforSeniorGeo1ogists,

WPSG)を設置して態勢を整えた.この二つの組織

を通じて,域内外諸国問の技術情報の交換;研究者

や技術者の交流に努めると同時に,域内の鉱業統計

の整備,各種地域地質･資源図の編纂,鉱業法や技

術分野のセミナｰの開催などが活発に実施された.

この様な基礎的な仕事を重視する状態は10年以上
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続き,鉱物資源開発の基盤をなす分野で非常に大き

な成果が得られた.例えば当時のESCAPの鉱業統

計は非常に信頼される出版物であった.また,開催

されたセミナｰ･研修会などの参加希望者は,常に

受け入れ数をはるかにオｰバｰした.しかしこの時

期のESCAPの最も大きな貢献は,目には見えたい

ものであって,上記のSCMRDとWPSGを2ない

し3年毎に開いて,域内外諸国の地質調査所や鉱

山局の代表者が集まるFORUMを提供し,これら

研究者の交流を行うと同時に参加者のみたらず関係

者の間に,国際的な意識を植え付けると共に各国の

機関の問に連帯感を醸成したことであろう.

この間の,地質図編纂,統計整備,新技術の紹

介,各国問の情報交換,人的交流,各種資料出版な

どはすべて域内ならびに域外先進国の地質調査所や

鉱山局の協力によって実施されたものである.これ

ら業務に関連してESCAPが加盟各国g関係機関に

対して要求した作業量は相当大きなものであった.

しかし当時の域内発展途上国では,これらの作業実

施が技術向上に直接結びついた時期でもあり,また

これを利用して組織･人員･施設の拡充,予算の拡

大を図った例も少なくなかった筈である.

鵬CAPとオペレｰショナルな活動

1960年代半ばになると,各国の地質調査所や鉱

山局もある程度の実力を持つ様になり,また基礎的

な地球科学に関しても,世界的規模を持つ組織の活

動も軌道にのってきた.例えば統計類や特定鉱種の

情報だとは,各国政府のデｰタの方が早く出版され

る様にたり,地球科学図類もCGMW(前出)が本格

的な活動をはじめて,アジアにも大きな関心を持ち

はじめた.また外国旅行も以前程は不自由でなくな

り,新しい知識の導入も自力で自国に合ったものを

選択出来る様になってきた.したがって,上に述べ

た様たESCAPの基礎的な仕事は,依然として高く

評価され,有用であると認められはしたものの,従

来に比べて各国の見方が厳しくなったのも時代の流

れであった.即ち各国の地質調査所には調査研究や

資源探査への間接的な支援ではなく,直接役に一立つ

活動を,漠然とではあるが,ESCAPに期待する雰

囲気が醸成されつつあった1

海洋地球科学と海底鉱物資源

この様た状況のもとでESCAP鉱物資源課が,地

球科学的調査研究にも役立ち,また資源の探査･開

1995年8月号

発にも直接結びつく研究･技術協力の方策を模索し

始めたのは当然の成り行きであろう.同課長のC.

Y.Li氏は,当時比較的頻繁に議論されていた課

題,例えば2ヵ国以上にまたがる地域の共同地質

調査その他はさておいて,日本や欧米の専門家の助

言を踏まえて,近い将来科学的に最も先端的な課題

とたる分野,即ち海洋地球科学と海底資源に的を絞

った.

当時は海底資源と言っても大陸棚の水深20-30

m程度の油田が主要たもので,他は砂錫,砂鉄,

珪砂などが探査開発の対象となっていた.石油につ

いて言えば,当時は全世界の生産量の約16パｰセ

ントが海底油田からのものであった.更に海底から

の石油･ガス採取量は年平均15パｰセントの割合

で1975年まで増加すると計算されていた.

しかし何よりも,当時の海洋地球科学は,調査技

術の急速な発達にとも茂って,膨大な知識の集積と

共に,大胆で新しい解釈･仮設･理論が提出されは

じめ,目ざましい科学的フロンティアであった.地

球科学関係者には誠に魅力に満ちた分野であった.

一方当時のESCAP域内諸国の海洋地球科学･海

底鉱物資源に関する活動状況の概要は次に述べる通

りで,日本･イランだとの一部の例外を除げば,大

部分の地球科学関係者は,海底地質調査研究の魅力

と重要性は認識してはいたものの,一種の諦めがあ

って,近い将来,自分自身が関与出来る問題として

は認識していたかった.従って,この鉱物資源課,

特にLi課長の判断は,当時の関係者の多くにとっ

ては意外でもあり,驚きもし,極めて大胆かつ基本

的に時宜を得たものであった.

この時期までにESCAP加盟国の海域で実施され

た海底地質･資源探査活動は誠に徴六たるもので,

その主たものは:

台湾(当時の国連加盟中国)では,日本地質調査所

の調査班がKee1mg沖で海底炭田の音波探査を行

って成果を挙げた.台湾海峡の地震探査を計画中.

フィリピンでは,過去数十年間,もっぱら石油調

査のために民間会社が随所に地震探査,空中磁気探

査をおこなった.将来は組織的に鉱山地質局のプロ

ジェクトとして進めたい.

ブルネイでは,1954年以来反問合杜によって,

海上探査･試錐が行われ,石油開発に成功している

ので,今後海上探査活動は活発になるであろう.�
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マレｰシアでは,石油よりもむしろ錫鉱床探査が

大きな問題で海上探査を必要と認識していたが,ま

だ本格的調査は行われていない.

ビルマでは,1965年にアラカン沖のガスエクス

プロダｰによる大規模た探査が初めての海上探査で

あった.

イランは,石油の大産出国であり,従来から石油

探査のため各種海上物理探査が活発に実施されてお

り,今後は益々進展するであろう.

わが国も海洋地質の調査研究は行われてはいた

が,欧米に比べれば非常に遅れていた.従って,世

界の他の大きな海域に比較すると,西太平洋は海底

地移と海底堆積物の性質が多少明らかになった程度

の段階で,海底の層序･地質構造などについては日

本周辺で多少詳細なデｰタが得られていたに過ぎな

い状態であった.

以上の他の国でも,多少の海上調査が行われてい

たが,重要なものはたか三た様である.

�佐

CCOR設立の提案

この様な背景のもとで,1965年3月に開催され

た第21回ESCAP総会の決議によって,ESCAP事

務局はアジアの大陸棚の鉱物資源探査を促進する方

策をこうずる事になった.この決議の形式的提案者

はともかく,基本的な考え方と実質的提案は事務局

のものであった.これは,上に述べた通り非常に時

宜を得たものであったと言って良い.

この決議に基いて,同年7月に海底資源探査を

促進する方途を諮問するため,ESCAPは専門家作

業部会を開催した.日本から当時の地質調査所物理

探査部長早川正巳氏が出席し,域内で関心のある

国の専門家が集まり,更に域外からドイツ地質調査

所物探部長Hansαoss氏がアドバイザｰとして参

加した.この都･会の答申は当を得たものであった

が,その中で,｢ESCAP域内加盟国の政府代表な

らびに専門家からなる常設の調整委員会(Coordinat-

ingCommittee)を設置して,域内の海底探査に関

するあらゆる協力･助言･情報交換･人的交流を実

施･斡旋･調整させる事がのぞましい｣と言う一項

目があり,これが眼目であった.

この常設委員会設置は簡単ではなく,1965年11

月,“ESCAP石油シンポジウム"が東京で開催さ

れた機会に,この問題を検討するための政府代表会

議が開催され,日本政府代表に通産省官房審議官

川田通良氏,代表代理として筆者が討議に参加し

た｡種々討議の結果,この委員会の設立がきまり,

以下の付託条項が可決された.

名称CommitteeforCoordinati㎝ofJoint

偲��捴楮杦���牡�����楮�楡�

Offshore'Aエeas(CCOP)

アジア沿海鉱物資源共同探査調整委員会

組織

a当委員会は各加盟国の政府代表1名ずつで

構成する.ECAFE事務局長またはその代理

は当委員会のメンバｰ(EX0価｡ioMem-

ber)となる.'

b･当委員会にはTechnica1Secretaryと事務

局を置き,域内外の高級専門家からなる技術

諮問グルｰプ(Technica1Adviso町group)

を置く.

C｡当委員会は必要かつ適当と認められる時に

開催し,少なくとも年一回総会を開く.委員

会の全ての会合の前に技術諮問グルｰプ会議

を開く.

機能当委員会は加盟国の要請により,域内国の大

陸棚における地球物理的あるいはその他の方

法による,沿海資源探査プロジェクトの計画

立案ならびに実施を促進しかつ調整する.

上記の方策を具体化するため,以下の業務を行う.

a.世界の海洋地球科学関連活動のレビュｰb1

共同探査プロジェクトの計画立案･斡旋たらびに長

期計画の調整C.資金･技術協力先の検討･斡旋

d.加盟国政府の要請による,大陸棚探査実施に必

要な方策について助言e.国連開発計画(UNDP)

など諸機関への技術的,資金的,その他の援助要請

f.域内外における技術者訓練について計画立案な

らびに斡旋･促進9･その他当委員会の目的を達

成するために必要な業務.

この原案は1966年2月にバンコクで開かれたES-

CAP天然資源委員会に報告,了承され,さらに

1966年4月ニュｰデリｰで開催された第22回ES-

CAP総会でCCOPの設立が正式に決定した.この

地質ニュｰス492号�
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手続きによって,この委員会はESCAP機構の一部

または下部機構であると当時理解されていた.さら

に当初,CCOP関連の活動は,ESCAP鉱物資源課

の業務の一部との形態をとったため,同事務局設置

法は改正せず,国連本部の法務局にも報告登録しな

かった.その組織上の位置が明確に示されていなか

った事は後に問題にもなり,また同時にいかように

も解釈出来る,便利さともたった.しかしこれは,

他のESCAP関連機関,例えばメコン委員会なども

似た状態であった.

CCOR設立についての賛否

この様な地球科学関係の国際機関の新設は初めて

であったのみたらず,当時はわが国が関係するアジ

アの国際機関の新設そのものが非常に希な事であっ

た.また当時は国際機関が今よりも一般に権威があ

ると考えられており,ESCAP加盟各国の政府機関

に相当な議論を巻き起こした.わが国の中でも,賛

否両論あり,むしろ否定的な声の方が大きかった.

しかし,通産省の貿易振興局など国際鵠力に熱心た

立場からは,r日本としては,今後技術協力に力を

入れる事は決まっている.資源の安定供給確保の立

場からいっても,基礎科学の研究協力から言って

も,運用によっては非常に良いものになり得る.｣

と賛成であった.また,一都の資源関係者の間から

は,｢これから日本の石油企業が海外に進出し始め

ようとする時に,国連などに下手に動かれると

Concessionの価格が上がるし,ロクな事はたい.

国連などは石油については,静かにしていてもらい

たい｡｣とあたかも新しいメジャｰ石油会社が出来

るかの様な過大評価もされた.しかし,同時に｢こ

のCCOPなるものを作り,積極的に参加して国連

の旗を振って営利企業では入れない所にも行き,大

いに情報も取り国際協力もやろう.人脈も出来るで

あろう.日本の石油業界にとっては決してマイナス

ではなく,相当たプラスになり得るであろう.｣と

の主張もあって.,正に百家争鳴であった.

地質調査所の研究者には,当然海洋地球科学が今

後極めて重要な分野となる事は明白であったので,

CCOPを作り,この新組織を通して欧米諸国との

交流を深めると同時に,当時の地質調査所の実力で

は不可能であった,本格的な海洋地質調査を何とか

実施して,将来は組織も施設も拡充したいと言う強

い希望があった.

1995年8月号

最終的には,本件の主管官庁であった当時の通産

省貿易振興局の決断で,日本は設立に賛成し,わが

国は創立メンバｰとなり,以後重要な役割を果たす

ことになる.

CCORの活動と日本地質調査所

通産省経済筋力課や筆者等地質調査所関係者は,

CCOP設立後当面は小規模で活動して,早く組織

と機能を軌道に乗竜て固める方が,余り野心的に風.

呂敷を広げるよりも現実的であろうと考えて,C.

Y.Li課長と協議の上,日本,韓国,台湾(当時の

国連における中国),フィリピンの北西太平洋の4

ヵ国を加盟国として発足した.これにも,色々議論

があったが,｢戦略は大胆に,戦術は細心に｣を実

践する結果となった.

第1回会合は1966年5月にマニラで開かれ,日

本政府代表は在マニラ大使館の金沢公使,東京から

筆者と外務省の辻田事務官,石油資源開発㈱の畠山

課長などが出席した.この会合でCCOPの具体的

な組織･活動計画の大要を決めた.

即ち:

a.Technica1Secretaryは日本政府の費用で

常時事務局に派遣する.

b,Technica1Advisorsには日(地質調査所早

川物探部長),英,米,独,仏の著名な科

学者に依頼する.

c.毎年約7ヶ月間の海上探査に関する集団研

修を日本政府の費用で実施し,地質調査所

が受け入れ機関となる.研修生はCCOP

域内外の発展途上国から毎年10名前後募集

する.

d.海洋地質･資源に関する論文集を当委員会

の出版物(CCOPTechnica1Bu11etin)とし

て日本地質調査所が毎年1巻を編集印刷す

る.

更に重要な事は,CCOPを構成する各国政府代

表がこの第1回会合で決まり,日本は地質調査所

長をこれに任命した.

上のa.とb｡の専門家も原則として地質調査所の

研究老を派遣するという通産省と工業技術院の了解

があった･即ちCCOP初期のContributi㎝はほと

んど全部日本政府,特に地質調査所によるものであ

った.これは,当時の日本の一研究所としては非常

に大きな国際協力プロジェクトであって,通産省経�
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嶋崎吉彦

済協力課,技術協力課,工業技術院,外務省国連局

経済課,海外技術協力事業団(0TCA,国際協力事

業団JICAの前身)の全面的な支援を得て,はじめ

て実施する事が出来た.

この状況に対応する必要と,同時に地質調査所の

海外における地球科学研究を促進する目的で,翌

1967年に地質調査所に海外地質調査協力室が設置

された.同室は,この非常に大きな国際プロジェク

トを担当する事になり,一応の体制が出来た.さら

に,1969年の海洋地質グルｰプの発足から1972年

の海洋地質課ならびに1974年の海洋地質都の設置

についても,海外地質調査協力室を通したCCOP,

即ち国連からの日本地質調査所に対する海洋地球科

学分野における活動･協カベの強い要請は大きな刺

激であった.

その後地質調査所は,海洋地球科学研究が本格的

に進展し始めた1970年代後半から,日本の大学の

科学老の参加も得て,総合的な地球科学協力を目指

してCCOPに働きかけて,各国から高い評価をう

ける成果を得ている.日本が力を入れていたマソガ

ソ団塊などの深海鉱物資源はCCOP諸国周辺海域

にはなく,後に述べる南太平洋のSOPAC海域で

日本が非常に大きた役割を果たしている.

CCOPの活動

この様な状況のもとで発足LたCCOPは付託条

項に従って色々た活動をしたが,初期の段階では先

進諸国の技術協力の斡旋に力をつくした.その顕著

な例は米国の海洋調査船が韓国から米国に帰航する

際に日,韓,台,の海洋地質関係者を乗船させ,釜

山一佐世保一台湾の東シナ海の音波探査を実施する

様CCOPが斡旋したものである.この調査航海で,

尖閣列島周辺海域に大きな石油トラップとなり得る

構造を発見し,CCOPTechnica1B山1etinVo1.2に

報告した.これによって,尖閣列島が注目を引い

て,後年日本と中国間の領有権問題に発展した.こ

の様に国際政治問題になったものは少ないが,そ

の後も国際的に高く評価される仕事が多くなされ

た.

上述のオペレｰショナルな活動と共に,加盟国と

協力国の共同作業という形で地球科学図の編集,デ

ｰタベｰスの構築などが行われ,石油地質,重力,

地殻熱流量,第四紀地質,環境,地質デｰタの

Digitizationなど多方面にわたって良い成果が得ら

れた.この点は加盟各国のみならず海洋地球科学に

関心のある内外の研究者,諸国政府機関,関連企業

などの認めるところと言って良いであろう.

CCOPの最近の活動については本誌の富樫(pp.16-

24),脇田(pp.33-40)の論文を参照されたい.

この成功に刺激されて,南太平洋諸国をメンバｰ

とする同様の機関,CCOP/SOPACが1970年代半

ばに組織された.南太平洋は東南アジアと異なっ

て,豪州とニュｰジｰランド以外は多くの島国から

たり,大陸棚はないと言って良い.従って,各国は

深海資源に強い関心を持っている.小型調査船をチ

ャｰタｰしてマソガソ団塊の調査を1977年から始

めた.当時は資金的に苦しく,調査船はUNDP援

助で動く事になったのは良いが,研究員の費用が無

くて困惑していたところ,日本の援助で地質調査所

の専門家の参加を得る事が出来て,当時ESCAP鉱

物資源課長の職にあった筆者には誠にありがたかっ

た記憶がある.この仕事は,1980年代から日本の

金属鉱業事業団が第2白嶺丸を用いた組織的探査

に発展して今日に及んでいる.

この組織は海洋地球科学･海底資源の調査研究に

活発な活動を展開した.数年前に,陸上を含めた総

合的た地球科学全般を取り扱うことに付託条項を改

訂して,CCOPをはずして,SOPAC(南太平洋応

用地球科学委員会)と呼ばれることになった.

CCORの組織｡機構の変遷

CCOP発足当時は,ESCAPの内部機構の様な形

で,同事務局鉱物資源課内に設置され,同課長が

CCOPのCoordinatorを兼務していた.しかし1972

年には申請していたUNDPの｢地域プロジェクト｣

として認められ,ESCAP傘下の機関として独立の

事務局を構え,UNDP任命の事務局長をおく事に

なった.監督官庁(ExecutingAgency)はESCAP

鉱物資源課長が代表した.

その後,国連法務局から正観の国連機関は

UNDP資金を利用出来ないと通告され,更に

UNDPから,この様な地域機関の事務局運営費を

長期間にわたって援助することは出来ないので色々

なプロジェクトの援助に切り替えたい,という申し

入れがあった.

当時ESCAPで地質･地下資源を担当していた筆

者は,国連本部･UNDPと相当激しいやりとりを

する羽目になったが,結局以上の状況に抗しきれず,
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1980年代前半からCCOPは加盟諸国の協定のもと

に独立した政府間機関(国際機関)となり,局長の給

与を含む事務局経費は加盟国の分担金から支出され

る様になった.また事務局長は加盟国の選挙で任命

されることになった.しかし一都の欧米諸国と同様

に日本の場合は,新しい国際機関を認知し,これに

加盟する事は簡単ではなく,この協定には入ってい

ない,日本は従来同様にESCAPの関連機関と理解

している.従って,CCOPの主要な加盟国として,

最大の現金拠出や専門家派遣などの協力はESCAP

への協力の一環として,実施している.CCOPと

ESCAPとは,暖味ではあるが極めて密接な関係で

あって関連機関と言うべきであろう.

CCORならびに加盟国の今後の課題

CCOP設立後30年近く経ち,加盟国は3倍に増

え,協力国も倍増し,活動範囲も拡大され,大きく

発展して名称も変わった.しかしこの組織の目的や

運営の基本的な考え方は,設立当初とそれ程変わっ

ていない様に思われる.

わが国の協力としては,事務局へ専門家派遣を設

立以来継続して派遣し,Technica1Bu11etinの編集

印刷を続けている.会合には,域内外の先進諸

国と共にTechnica1･Specia1AdYisorを派遣して

いる.海上探査に関する集団研修も1991年まで継

続し,262名(CCOP加盟国124名)の卒業生を出し

て関係諸国の発展に大きく貢献したが,各国の技術

レベルが近年非常に向上して,目的を達したので終

了した.また,CCOP設立の初期の段階では現金

拠出は無かったが,1970年代半ばから日本は,加

盟国中最大の分担金を拠出している.

この問に,ESCAPのr鉱物資源開発小委員会｣

と｢地質専門家作業都会｣は,国連の財政が厳しく

なった1970年代半ばに合理化によって廃止された.

これによって,我汝は,アジアと欧米の地質調査所

や鉱山局にとって非常に重要な交流の場であり,か

つ共同研究の貴重なフォｰラムを失った.従って,

20年来CCOPが,当地域唯一のこの様な交流と共

同作業の場,フォｰラムであった.これは何ものに

も代え難い,大きな貢献であったと思う.この意味

での,今後CCOPが果たす役割は極めて重要であ

り,加盟･協力各国の強く認識しているところであ

る.

上に述べた通り,今までCCOPは相当な難題を

関係者と加盟国,特に日本の努力で何とか乗り越え

てきた.今後も決してスムｰズにすべてが運ぶとは

考えられない.国際機関の特徴の一つは,その盛衰

一場合によっては存亡一が責任者個人の能力や人

望に左右される度合いが極めて強いことである.

CCOP事務局長に有為･有徳の士を得ることの重

要な事は言うまでもないが,通常の機関の場合とは

異なった次元の重さは,特筆して良いと考える.

今後地球科学研究者の活躍する分野と責任は,地

球環境や自然災害を含めて今までになく多国間にま

たがり,多彩で多方面に及ぶ事は明白である.この

責務を果たすためには,多国間協力が基本的な役割

を持たなければ次らない事は言うまでもない.この

ためには,CCOPは絶好の組織であり,今後新し

い分野に積極的に･取り組むと共に,世界の関係機関

と従来以上に緊密に提携して有効に機能することを

期待するものである.

今回この小論を書くにあたって,地質調査所国際

協力室長富樫幸雄氏,国際プロジェクト課長松林

修氏および海洋物理探査課主任研究官村上文敏氏に

多くのご援助を頂いた.ここに深甚な謝意を表しま

す.
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